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主な改正事項

（法律の有効期限の延長）
① 法律の有効期限を平成３７年３月３１日まで１０年間延長する。

（新たな認定（特例認定）制度の創設）
② 雇用環境の整備に関し適切な行動計画を策定し実施している旨の厚生労働大臣による認定を受けた事業主のうち、
特に次世代育成支援対策の実施の状況が優良なものについて、
・厚生労働大臣による新たな認定（特例認定）制度を創設
・特例認定を受けた場合、一般事業主行動計画の策定・届出義務に代えて、当該次世代育成支援対策の実施状況の公表を
義務付ける 等

次代の社会を担う子どもの健全な育成を図るための次世代育成支援対策推進法等の
一部を改正する法律（概要）

１．次世代育成支援対策の推進・強化（次世代育成支援対策推進法の一部改正）

【施行期日】 １については平成27年４月１日（①については公布日（平成２６年４月２３日））
２については平成26年10月１日（③については平成26年12月１日）

次代の社会を担う子どもの健全な育成を図るため、職場・地域における子育てしやすい環境の整備に向け、次世代
育成支援対策推進法の有効期限の延長、一般事業主行動計画の策定・届出義務に係る特例措置の創設、母子家庭及び
父子家庭に対する支援の拡充、児童扶養手当と年金の併給調整の見直し等の所要の措置を講ずる。

（母子家庭等に対する支援の拡充）

① 都道府県等による母子家庭等への支援措置の積極的・計画的な実施や関係機関の連携等に係る規定の整備など母子家庭
等への支援体制の充実を図るとともに、高等職業訓練促進給付金（※）等の公課禁止など母子家庭等への支援の強化を図る。

※ 母子家庭の母等が就職に有利な資格を取得するために養成機関で修業する期間の生活を支援するための給付金。

（父子家庭に対する支援の拡充）
② ①に加え、父子福祉資金制度（父子家庭に修学資金、生活資金等を貸し付ける制度）の創設等、父子家庭に対する支援を
拡充するとともに、法律の題名を「母子及び父子並びに寡婦福祉法」に改める。

（児童扶養手当と年金の併給調整の見直し）
③ 児童扶養手当の支給対象とされていない公的年金給付等の受給者等について、公的年金給付等の額に応じて、児童扶養
手当の額の一部を支給する。

２．ひとり親家庭に対する支援施策の充実（母子及び寡婦福祉法、児童扶養手当法の一部改正）



次世代育成支援対策地域協議会

都道府県、市町村、事業主、労働者、

社会福祉・教育関係者等が組織

次世代育成支援対策推進センター

事業主団体等による情報提供、相談等の実施

施策・取組への協力等 策定支援等

○ 次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成される社会の形成に資するため次世代育成支援対策を迅速かつ重点的に推進

○ 地方公共団体及び事業主に対し、次世代育成支援のための行動計画の策定を義務づけ、10年間の集中的・計画的な取組を推進

行動計画策定指針

○ 国において地方公共団体及び事業主が行動計画を策定する際の指針を策定。

（例） 一般事業主行動計画：計画に盛り込む内容として、育児休業や短時間勤務に関する取組、所定外労働の削減や年次有給休暇の取得に
関する取組を記載

地方公共団体行動計画の策定

①市町村行動計画

②都道府県行動計画

→ 地域住民の意見の反映、労使の参画、
計画の内容・実施状況の公表、定期的な
評価・見直し 等

事業主行動計画の策定・届出
①一般事業主行動計画（企業等）
・大企業（３０１人以上）：義務
・中小企業（１０１人以上）：義務（23年４月～）
・中小企業（１００人以下）：努力義務

一定の基準を満たした企業を認定

②特定事業主行動計画（国・地方公共団体等）

次世代育成支援対策推進法の概要と改正のポイント
（平成１７年４月から平成２７年３月までの１０年間の時限立法）

指針の
内容を
充実・強化

新たな認定
（特例認定）
制度の創設

計画の策定・
届出に代え
た実績公表
の枠組みの
追加

10年間の
延長

現行の
認定制度の
充実

※ ： 今回の改正法による改正内容 、 ： 今後の省令及び指針の見直しに係る検討内容



＜現行＞ ＜改正後＞

行動計画策定指針の内容に即して、行動計画を策定
■基本的な視点
① 仕事と生活の調和の視点 ④ 企業の実情を踏まえた取組の視点
② 仕事と子育ての両立の視点 ⑤ 社会全体による支援の視点 等
③ 企業全体での取組等の視点

■一般事業主行動計画の内容に関する事項
○ 仕事と家庭の両立支援のための雇用環境の整備
○ 働き方の見直しに資する労働条件の整備 等

一般事業主行動計画の策定・届出義務

行動計画策定指針の内容に、新たに①～②の内容を盛り込む
① 非正規雇用の労働者が取組の対象であることを明記する
② 働き方の見直しに資する取組を進めることが重要である旨を盛り込む

＜働き方の見直しに資する取組＞
・男性の育児休業取得促進の取組
・所定外労働の削減の取組
・年次有給休暇の取得促進の取組 等

現行の認定基準について以下の見直しを行う
① 男性の育児休業取得に係る基準について中小企業の特例を拡充する
② 女性の育児休業取得に係る基準の見直しについて検討する

③ 働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置に係る基準について
見直す

新たな認定（特例認定）制度を創設し、新たに設ける認定基準について、
以下の①～④について現行の認定基準（見直しを行ったもの）よりも高い
基準を設けるとともに現行の認定基準にないものを追加
① 男性の育児休業取得に係る基準について、高い基準を設ける
② 働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置について、一定の
条件の下で数値目標を定めて実施し、達成することとする
③ 女性の継続就業に係る基準を新設する【追加】
④ 育児をしつつ活躍する女性を増やすための取組に係る基準を新設する【追加】

現行の一般事業主行動計画の策定・届出義務の枠組みを維持しつつ、
高い水準の取組を行っている企業（新たに設ける認定（特例認定）を
受ける企業）について、一般事業主計画の策定・届出に代えて、両立支援
の取組の実績を公表する枠組みを追加

一般事業主行動計画

次世代育成支援対策推進法の改正について

厚生労働大臣による認定・表示付与
① 適切な行動計画を策定したこと
② 計画期間が２年以上５年以下であること
③ 行動計画に定めた目標を達成したこと
④ 適切に公表及び労働者への周知をしたこと
⑤ 男性の育児休業取得者が１人以上いること
⑥ 女性の育児休業取得率が７０％以上であること
⑦ ３歳から小学校入学するまでの子をもつ労働者を対象とする育児休業
等の措置を講じていること
⑧ 所定外労働の削減、年次有給休暇の取得促進等の措置を講じていること
⑨ 法及び法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がないこと

子育てをサポート
している企業の証
（くるみんマーク）

認定制度（認定基準）

計画の策定・届出に代えた実績公表の枠組みの追加

現行の認定制度の充実

新たな認定（特例認定）制度の創設

※ 次世代法の効果的推進方策として、認定制度の認知度を高めるとともに、
経済的インセンティブとしての優遇措置の積極的な検討などを行う。

平成１７年４月１日から平成２７年３月３１日までの１０年間の時限立法 平成２７年４月１日から平成３７年３月３１日まで１０年間延長

法律の有効期限 法律の延長

行動計画策定指針
指針の内容を追加

法律

法律

省令（基準）

指針

省令（基準）

法律（制度）



◆ 次世代育成支援対策推進法（以下「次世代法」）に基づく認定を受け、「くるみん」を取得した企業は、認定を受ける対象と
なった一般事業主行動計画の計画期間開始の日から認定を受けた日を含む事業年度終了の日までの期間内に取得・新築・増改築を
した建物等について、認定を受けた日を含む事業年度において、普通償却限度額の３２％の割増償却が可能。

１ 税制優遇制度の概要

◆ 青色申告書を提出する事業主が、平成２３年４月１日から平成２７年３月３１日までの期間内に始まるいずれかの事業年度に
おいて、次世代法の認定を受けた場合に対象となる。

（平成２６年３月３１日に公布、同年４月１日に施行された「所得税法等の一部を改正する法律」により、適用期限が

平成２６年３月３１日から平成２７年３月３１日まで延長された。）

２ 税制優遇制度の対象となる事業主の要件

※ 個人事業主の方の場合は平成２４年１月１日から平成２７年３月３１日まで各年に次世代法の認定を受けた場合に対象となる。

※ 過去に認定を受けたことのある事業主でも、当該期間内に新たに認定を受けた場合には対象となる。

※ 当該期間内に複数回認定を受けた場合には、最初の認定についてのみ対象となる。

◆ 次世代法の認定を受けた日を含む事業年度終了の日において、事業主が所有し、事業のために使用している建物及び付属施設
（以下「建物等）
かつ

◆ 認定に係る行動計画の計画期間開始の日から、認定を受けた日を含む事業年度終了の日までの間において取得をしたものでそ
の建設の後、事業のために使用されていないもの、またはその当該期間内に新築・増改築をした建物等

３ 適用対象

※ 所有権が移転しないリース取引により取得したものを除く。

※ 増改築の場合は、増改築のための工事を行ったことによって所有することとなった建物等の部分に限る。

※「建物及びその付属施設」の例
・事務所用建物、店舗用建物、病院用建物、工場用建物、倉庫用建物、事業所内保育施設
・電気設備、アーケード・日よけ設備、給排水・衛生設備、ガス設備

くるみん税制くるみん税制 （平成23年６月30日創設）












